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ト
ラ
ン
プ
政
権
が
迫
る
レ
ジ
ー
ム
転
換

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
第
2
次
政
権
発
足

後
、
中
国
や
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
に
対
す

る
追
加
関
税
、
鉄
鋼
や
自
動
車
・
部
品
な

ど
に
対
す
る
品
目
別
追
加
関
税
、
幅
広
い

国
・
地
域
に
対
す
る
相
互
関
税
を
続
け
ざ

ま
に
指
示
し
た
。
そ
こ
に
通
底
す
る
の
は
、

第
1
次
政
権
以
来
、
ト
ラ
ン
プ
氏
が
掲
げ

る
次
の
3
種
類
の
レ
ジ
ー
ム
転
換
で
あ
る
。

　
（
a
）「
多
国
間
」
か
ら
「
2
国
間
」
へ

の
転
換

　
（
b
）「
市
場
開
放
」
か
ら
「
利
益
の
奪

還
」（
関
税
引
き
上
げ
）
へ
の
転
換

　
（
c
）「
通
商
と
財
政
・
金
融
政
策
の
原

則
的
な
分
離
」
か
ら
「
通
商
・
財
政
・
安

全
保
障
政
策
の
統
合
的
な
交
渉
」
へ
の
転

換
　

こ
れ
ら
の
転
換
は
第
2
次
政
権
で
は
第

1
次
政
権
時
よ
り
も
急
激
に
、
か
つ
強
力

に
進
ん
で
い
る
。
特
に
、
経
済
と
安
全
保

障
の
両
面
で
覇
権
を
争
う
中
国
だ
け
で
は

な
く
、
同
盟
国
や
同
志
国
も
含
め
、
幅
広

い
国
・
地
域
に
対
し
、
一
方
的
に
「
収
奪

さ
れ
た
利
益
の
奪
還
」
と
い
う
主
張
を
突

き
付
け
て
き
た
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。

　

欧
州
連
合
（
E
U
）
や
英
国
は
米
国
の

追
加
関
税
や
相
互
関
税
に
反
発
し
、
4
月

以
降
、
米
国
以
外
の
国
・
地
域
と
の
連
携

強
化
を
探
る
動
き
が
始
ま
っ
て
い
る
。
欧

州
委
員
会
の
フ
ォ
ン
デ
ア
ラ
イ
エ
ン
委
員

長
は
独
紙
の
取
材
に
「
も
は
や
わ
れ
わ
れ

が
知
っ
て
い
た
西
側
は
存
在
し
な
い
」

2

と
語
り
、
欧
州
が
米
国
と
無
条
件
に
協
調

す
る
こ
と
は
難
し
く
な
っ
た
こ
と
を
示
唆

し
、
共
通
利
益
を
持
つ
国
々
と
の
連
携
強

化
に
意
欲
を
見
せ
た
。
さ
ら
に
、
フ
ォ
ン

デ
ア
ラ
イ
エ
ン
委
員
長
は
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ

ン
ド
の
ラ
ク
ソ
ン
首
相
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

の
ウ
ォ
ン
首
相
と
そ
れ
ぞ
れ
会
談
し
、「
緊

密
な
連
携
の
可
能
性
」
を
協
議
し
た

3

。

　

英
シ
ン
ク
タ
ン
クThe Purposeful 

Com
pany

の
ウ
ィ
ル
・
ハ
ッ
ト
ン
共
同

議
長
は
英
紙
へ
の
寄
稿
で
、
米
国
の
破
壊

的
通
商
政
策
に
対
抗
す
る
た
め
、「
ル
ー

ル
に
基
づ
く
開
か
れ
た
国
際
貿
易
・
金
融

シ
ス
テ
ム
を
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」

4

と
訴
え
た
。
ハ
ッ
ト
ン
氏
は
カ
ナ

ダ
や
E
U
に
続
く
、
重
要
な
連
携
相
手
と

C
P
T
P
P
を
基
軸
と
し
た
新
戦
略
の
可
能
性

注
視
す
べ
き
経
済
安
保
の
意
義
、英
連
邦
と
の
関
係

デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

グ
ル
ー
プ

D
T
F
A
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト 

主
席
研
究
員

江
田
　
覚

解 説

　
米
国
の
第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
貿
易
相
手
国
に
対
す
る
関
税
措
置
に
よ
っ
て
、
通
商
と
為
替
、
安
全
保
障
そ
れ
ぞ
れ

の
政
策
を
組
み
合
わ
せ
た
対
応
を
迫
り
始
め
た
。
欧
州
や
英
連
邦
で
は
「
米
国
に
依
存
し
な
い
経
済
圏
」
を
模
索
す
る
動

き
が
広
が
っ
て
い
る
。
日
本
は
、
米
国
と
の
同
盟
関
係
を
引
き
続
き
大
前
提
と
し
つ
つ
、
開
か
れ
た
経
済
圏
の
維
持
・
拡

充
に
向
け
た
戦
略
の
策
定
と
実
行
が
求
め
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
米
国
離
脱
後
に
11
カ
国
が
合
意
し
た
「
包
括
的
・
先
進
的
環

太
平
洋
連
携
協
定
」（
C
P
T
P
P
、
日
本
で
は
従
来
「
T
P
P
11
」
と
呼
称
）

1
を
基
軸
と
し
た
欧
州
や
英
連
邦
、
ア
ジ

ア
諸
国
と
の
「
ル
ー
ル
ベ
ー
ス
」
の
連
携
強
化
の
可
能
性
に
つ
い
て
提
示
す
る
。

こ
う
だ
・
さ
と
る　
時
事
通
信
社
に

て
記
者
、ワ
シ
ン
ト
ン
特
派
員
、編
集

委
員
と
し
て
金
融
、経
済
外
交
や
デ

ジ
タ
ル
領
域
を
取
材
し
た
後
、

2
0
2
2
年
よ
り
現
職
。「
戦
略
研
究

所
設
立
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」に
参
画
し
、

政
策
ビ
ジ
ョ
ン
の
立
案
・
発
信
支
援

に
従
事
。専
門
分
野
は
経
済
外
交
、政

策
過
程
論
。早
稲
田
大
学
大
学
院
政

治
学
研
究
科
修
士
課
程
在
籍
中
。
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し
て
、
日
本
や
韓
国
を
挙
げ
て
い
る
。

　

米
国
に
よ
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
や
金

融
・
貿
易
秩
序
の
再
構
築
に
よ
っ
て
、
フ

レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ
ン
グ
（「
西
側
」
の
友

好
国
連
携
）
の
弱
体
化
は
避
け
ら
れ
ず
、

E
U
や
英
国
は
「
米
国
の
影
響
力
を
軽
減

し
た
経
済
圏
」
を
固
め
る
こ
と
で
激
変
に

備
え
よ
う
と
し
て
い
る
よ
う
だ
。

　

E
U
や
英
連
邦
が
「
脱
米
国
依
存
」
を

視
野
に
入
れ
る
一
方
、
厳
し
い
地
政
学
環

境
に
あ
る
日
本
は
困
難
な
舵か

じ

取
り
を
迫
ら

れ
る
。
日
本
と
米
国
の
間
の
安
全
保
障
同

盟
は
代
替
困
難
で
あ
り
、
貿
易
、
投
資
、

技
術
交
流
を
含
め
て
米
国
と
の
絆
を
維
持

す
る
こ
と
が
引
き
続
き
、
日
本
の
外
交
戦

略
の
基
本
路
線
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

た
だ
し
、
米
国
の
政
策
変
更
が
一
過
性

の
も
の
と
楽
観
は
で
き
な
い
。
日
本
に
と

っ
て
は
、（
米
国
と
は
別
の
）
ル
ー
ル
に

基
づ
く
開
か
れ
た
経
済
圏
を
堅
持
し
、
拡

充
し
て
い
く
こ
と
も
重
要
な
政
策
課
題
に

な
る
。

　

新
経
済
圏
の
拡
充
の
焦
点
と
な
る
の
が
、

C
P
T
P
P
や
R
C
E
P
（
地
域
包
括
的

経
済
連
携
協
定
）
の
よ
う
な
多
国
間
の

F
T
A
（
自
由
貿
易
協
定
）、E
P
A
（
経

済
連
携
協
定
）
で
あ
る
。
特
に
、
日
本
が

主
導
し
て
き
た
C
P
T
P
P
の
戦
略
的
価

値
は
高
く
、
こ
の
協
定
を
基
軸
に
置
い
た

対
応
が
求
め
ら
れ
る
。

C
P
T
P
P
の
概
要

　

ま
ず
、T
P
P
（
環
太
平
洋
連
携
協
定
）

か
ら
発
展
し
た
C
P
T
P
P
の
特
徴
を
簡

単
に
整
理
し
た
い
。

　

C
P
T
P
P
は
高
水
準
の
物
品
・
サ
ー

ビ
ス
貿
易
の
自
由
化
を
掲
げ
た
F
T
A
で

あ
る
。
締
結
国
は
原
則
と
し
て
全
品
目
の

関
税
撤
廃
が
求
め
ら
れ
、
域
内
の
貿
易
自

由
化
率
は
99
％
に
達
す
る
。
ま
た
、
知
的

財
産
の
保
護
、
デ
ー
タ
・
ロ
ー
カ
ラ
イ
ゼ

ー
シ
ョ
ン
や
ソ
ー
ス
コ
ー
ド
移
転
に
関
す

る
要
求
の
禁
止
な
ど
の
先
進
的
な
措
置
が

盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

　

2
0
2
4
年
12
月
に
英
国
が
初
め
て
新

規
に
加
入
し
、
メ
ン
バ
ー
は
12
カ
国
に
拡

大
し
た
。
域
内
人
口
は
C
P
T
P
P
が
約

5
億
9
0
0
0
万
人
、
E
U
が
約
4
億

4
8
0
0
万
人
を
擁
す
る
。
世
界
の
国
内

総
生
産
（
G
D
P
）
に
占
め
る
割
合
は
そ

れ
ぞ
れ
約
15
％
と
約
18
％
で
、
両
者
が
一

体
と
な
れ
ば
、
米
国
（
26
％
）
や
中
国

（
17
％
）
を
上
回
る
経
済
圏
に
な
る
（
図

表
1
）。

日
本
に
と
っ
て
の
戦
略
的
価
値

　

そ
れ
で
は
、
C
P
T
P
P
は
日
本
に
と

っ
て
ど
の
よ
う
な
戦
略
的
価
値
を
持
つ
の

か
。
本
稿
は
、
3
点
を
提
示
し
た
い
。

　

①
日
本
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

　

第
一
に
、
C
P
T
P
P
は
交
渉
か
ら
合

意
ま
で
の
経
緯
に
よ
っ
て
、
日
本
の
存
在

感
が
極
め
て
大
き
い
多
国
間
枠
組
み
で
あ

る
。

　

C
P
T
P
P
は
こ
れ
ま
で
日
本
で
は

T
P
P
と
し
て
知
ら
れ
て
き
た
。
そ
の
起

源
を
さ
か
の
ぼ
る
と
、
05
年
に
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
、
ブ
ル
ネ
イ
、
チ
リ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
の
4
カ
国
が
高
水
準
の
貿
易
自
由

化
を
掲
げ
て
合
意
し
たTrans-Pacific 

Strategic Econom
ic Partnership 

Agreem
ent （

T
P
S
E
P
、通
称「
P
4

協
定
」）に
な
る
。
こ
の
P
4
協
定
に
対
し
、

米
国
が
08
年
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
戦
略
の
再

定
義
を
目
的
と
し
て
合
流
の
意
向
を
表
明
。

T
P
P
交
渉
が
始
ま
り
、
15
年
10
月
に
日

本
を
含
む
12
カ
国
で
T
P
P
と
し
て
大
筋

合
意
に
至
っ
た
。

　

し
か
し
、
米
国
は
17
年
1
月
に
第
1
次

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
下
、
T
P
P
離
脱
を
表

明
し
た
。
T
P
P
は
未
発
効
の
ま
ま
漂
流

す
る
危
機
に
陥
っ
た
が
、
日
本
が
主
導
権

を
発
揮
し
て
11
カ
国
に
よ
る
交
渉
が
始
ま

っ
た
。
最
終
的
に
11
カ
国
は
18
年
3
月
、

「
包
括
的
、
先
進
的
」
と
い
う
表
現
を
加

え
た
「
C
P
T
P
P
」
に
署
名
し
、
新
協

定
は
同
年
12
月
に
発
効
し
た
。
19
年
に
は

東
京
で
初
の
閣
僚
級
の
C
P
T
P
P
委
員

会
が
開
催
さ
れ
、
日
本
は
主
要
メ
ン
バ
ー

と
し
て
存
在
感
を
明
確
に
し
た
。
そ
の
後

の
C
P
T
P
P
委
員
会
で
も
議
長
国
を
た

び
た
び
務
め
、
声
明
の
取
り
ま
と
め
に
影

響
力
を
行
使
し
て
い
る
（
図
表
2
）。

　

米
国
の
保
護
主
義
政
策
が
世
界
の
金

融
・
通
商
シ
ス
テ
ム
に
衝
撃
を
及
ぼ
す
中
、

多
国
間
F
T
A
は
自
由
貿
易
を
確
保
す
る

※EUは域内貿易を含む

GDP
世界に占めるシェア

物品の輸出
世界に占めるシェア

物品の輸入
世界に占めるシェア

12

5億9000万

CPTPP

14.5 %

17.3%

17.7%

27

4億4800万

EU

17.5%

28.7%

27.4%

1

3億3500万

米国

26.1%

8.9%

13.6%

参加国・地域数

人口

〈図表1〉経済圏の比較

（出所）世界銀行データベース（2023） 5
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た
め
の
防
波
堤
と
し
て
期
待
さ
れ
る
。
オ

ー
ス
ト
リ
ア
政
府
の
生
産
性
委
員
会
に
よ

る
17
年
の
試
算
で
は
、
米
国
が
高
関
税
措

置
を
取
っ
た
場
合
で
も
、
多
国
間
F
T
A

（
試
算
で
は
R
C
E
P
を
例
示
）
に
基
づ

く
関
税
削
減
・
撤
廃
を
継
続
し
た
場
合
、

締
約
国
は
G
D
P
の
落
ち
込
み
が
抑
制
さ

れ
た

7

。
ト
ラ
ン
プ
関
税
2
・
0
に
そ
の

ま
ま
当
て
は
ま
る
内
容
で
は
な
い
が
、「
多

国
間
F
T
A
を
維
持
す
る
こ
と
が
締
約
国

へ
の
経
済
的
打
撃
を
和
ら
げ
る
」
と
い
う

方
向
感
は
大
き
く
変
わ
ら
な
い
だ
ろ
う
。

　

米
国
の
関
税
引
き
上
げ
や
中
国
の
報
復

措
置
が
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
て
い
る
現
在
、

日
本
企
業
・
産
業
に
と
っ
て
は
高
い
レ
ベ

ル
の
自
由
貿
易
圏
を
確
保
し
、
拡
大
す
る

こ
と
が
生
命
線
で
あ
る
。
日
本
が
存
在
感

を
発
揮
し
て
い
る
C
P
T
P
P
の
潜
在
力

を
ト
ラ
ン
プ
2
・
0
時
代
の
経
済
戦
略
に

活
用
で
き
る
か
。
E
U
や
東
南
ア
ジ
ア
諸

国
連
合
（
A
S
E
A
N
）
と
の
連
携
強
化
、

新
興
市
場
の
開
拓
が
焦
点
に
な
る
。

　

②
経
済
安
全
保
障
上
の
意
義

　

第
二
に
、
C
P
T
P
P
は
日
本
の
経
済

安
全
保
障
を
支
え
る
枠
組
み
と
な
っ
て
い

る
。
C
P
T
P
P
委
員
会
は
21
年
の
第
5

回
会
合
以
来
、
閣
僚
声
明
に
協
定
を
「
経

済
的
威
圧
」
に
対
応
す
る
手
段
と
明
記
し

て
き
た

8

。
C
P
T
P
P
に
よ
っ
て
ル
ー

ル
に
基
づ
く
自
由
貿
易
を
維
持
し
、
知
的

財
産
権
の
保
護
や
不
公
正
な
貿
易
慣
行
を

け
ん
制
す
る
効
果
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

こ
の
表
現
は
当
初
、
主
に
ア
ジ
ア
の
地

政
学
的
リ
ス
ク
の
高
ま
り
の
中
で
、
中
国

に
よ
る
重
要
物
資
の
貿
易
制
限
な
ど
を
念

頭
に
置
い
て
盛
り
込
ま
れ
た
と
さ
れ
る
が
、

米
国
の
第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
発
足
に
よ

っ
て
、
状
況
は
よ
り
複
雑
に
な
っ
て
い
る
。

　

24
年
11
月
に
開
か
れ
た
第
8
回

C
P
T
P
P
委
員
会
は
声
明
に
「
保
護
主

義
の
再
拡
大
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
不

安
定
性
の
高
ま
り
お
よ
び
紛
争
の
時
世
に

お
い
て
、
わ
れ
わ
れ
は
、
経
済
的
威
圧
に

対
応
す
る
手
段
で
あ
る
こ
と
を
含
め
、
ル

ー
ル
に
基
づ
く
貿
易
シ
ス
テ
ム
を
堅
持
す

る
…
」
と
詳
述
し
た

9

。
ト
ラ
ン
プ
大
統

領
の
再
登
場
に
備
え
、
自
由
貿
易
体
制
を

維
持
し
て
い
く
意
思
の
表
れ
と
見
え
る
。

　

C
P
T
P
P
と
し
て
ト
ラ
ン
プ
政
権
に

真
正
面
か
ら
対
立
す
る
こ
と
に
は
リ
ス
ク

が
あ
る
も
の
の
、
加
盟
国
が
足
並
み
を
そ

ろ
え
、「
高
い
水
準
の
自
由
化
」
と
「
経

済
的
威
圧
へ
の
対
応
」
を
持
続
的
に
掲
げ

る
こ
と
は
、
一
方
的
な
ル
ー
ル
変
更
の
横

行
や
関
税
引
き
上
げ
競
争
の
拡
大
を
抑
制

す
る
効
果
を
期
待
で
き
る
。
日
本
が
戦
略

的
不
可
欠
性
と
自
立
性
を
維
持
す
る
た
め

に
は
、
ル
ー
ル
に
基
づ
く
自
由
貿
易
の
余

地
を
広
げ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
り
、

C
P
T
P
P
の
重
要
性
は
増
す
。

　

③
英
連
邦
と
の
密
接
な
関
係

　

第
三
に
、
C
P
T
P
P
が
英
連
邦

（Com
m
onw
ealth of N

ations

、
コ

モ
ン
ウ
ェ
ル
ス
） 

と
密
接
な
関
係
に
あ
る

こ
と
を
強
調
し
た
い
。

　

英
国
の
加
入
に
よ
っ
て
、
C
P
T
P
P

メ
ン
バ
ー
に
お
け
る
英
連
邦
加
盟
国
は
英

国
、
カ
ナ
ダ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ

ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
ブ
ル

ネ
イ
、
マ
レ
ー
シ
ア
の
計
7
カ
国
に
な
っ

P4メンバーと米国、オーストラリア、ペルー、ベトナムの8カ国がTPP交渉開始
マレーシアが交渉参加

シンガポール、ブルネイ、チリ、ニュージーランドがP4協定に合意

P4発効2006年

2008年

2010年

2012年

2013年

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2021年

2023年

2024年

2025年

2005年

米国がP4メンバーとTPP交渉開始を表明

米大統領選でトランプ氏が当選
英国がCPTPP加盟

第1回CPTPP委員会を東京で開催

英国がCPTPP加入申請、交渉

英国のCPTPP加入承認

米国の第2次トランプ政権が広範に追加関税を発動

12カ国がTPP署名
米大統領選でトランプ氏当選

米国がTPP離脱表明
日本含む11カ国が米国抜きの新協定交渉

11カ国が新協定「CPTPP」署名
年末に6カ国で発効

カナダとメキシコがTPP交渉参加

日本がTPP交渉参加

12カ国によるTPP大筋合意

出来事年

〈図表2〉CPTPPの経緯

（出所）DTFA Institute作成6
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た
。
こ
の
う
ち
、
英
国
と
カ
ナ
ダ
、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
4

カ
国
は
英
国
王
を
君
主
と
す
る
英
連
邦
王

国
（Com

m
onw
ealth realm

）
メ
ン

バ
ー
で
も
あ
る
（
図
表
3
）。

　

英
連
邦
（
コ
モ
ン
ウ
ェ
ル
ス
）
は
、
旧

英
帝
国
と
旧
植
民
地
だ
っ
た
合
計
56
カ
国

が
緩
や
か
に
つ
な
が
る
国
家
共
同
体
で
あ

り
、
民
主
主
義
や
法
の
支
配
、
人
権
と
い

っ
た
価
値
観
の
共
有
を
掲
げ
て
き
た
。
第

2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
関
税
措
置
を
端
緒

と
し
て
、
権
威
主
義
的
・
威
圧
的
な
政
策

に
傾
注
す
る
中
、
英
国

や
英
連
邦
も
E
U
や

A
S
E
A
N
と
同
様
に
、

従
来
の
枠
組
み
か
ら
経

済
・
外
交
機
能
を
再
定

義
し
て
い
く
可
能
性
が

あ
る
。
こ
の
点
、
日
本

政
府
や
企
業
は
外
交
政

策
や
戦
略
を
策
定
し
て

い
く
上
で
注
視
が
求
め

ら
れ
る
。

　

特
に
英
国
は
21
年
の

安
全
保
障
・
外
交
に
関

す
る
統
合
レ
ビ
ュ
ー
で

イ
ン
ド
太
平
洋
へ
の
傾

斜
を
表
明
し
、

C
P
T
P
P
加
盟
に
よ

っ
て
、
安
保
だ
け
で
は

な
く
経
済
面
で
も
太
平

洋
へ
の
関
与
強
化
を
明

確
に
し
た
。
今
後
、
環

太
平
洋
の
キ
ー
プ
レ
ー

ヤ
ー
に
な
る
潜
在
力
を

持
つ
と
言
っ
て
よ
い
。

　

そ
の
英
国
が
主
導
す
る
英
連
邦
は
自
由

貿
易
、
公
正
性
な
ど
で
日
本
と
価
値
観
を

共
有
し
て
お
り
、
日
本
が
ル
ー
ル
ベ
ー
ス

の
経
済
圏
を
確
保
し
て
い
く
上
で
、
有
力

な
パ
ー
ト
ナ
ー
と
な
り
得
る
。
英
連
邦
加

盟
国
が
多
数
参
加
す
る
C
P
T
P
P
を
足

掛
か
り
に
し
て
、
英
国
や
ア
ジ
ア
、
ア
フ

リ
カ
の
英
連
邦
メ
ン
バ
ー
と
の
連
携
を
深

化
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

C
P
T
P
P
、次
の
一
手

　

ト
ラ
ン
プ
2
・
0
が
変
容
を
迫
る
国
際

情
勢
で
は
、
こ
れ
ま
で
に
示
し
た

C
P
T
P
P
の
価
値
を
生
か
し
て
い
く
こ

と
が
問
わ
れ
る
。
そ
れ
で
は
、
日
本
政
府

（
と
日
本
企
業
）
は
ど
の
よ
う
に
戦
略
を

組
み
立
て
て
い
く
べ
き
か
。
目
指
す
べ
き

方
向
は
、
A
S
E
A
N
諸
国
と
の
連
携
で

あ
る
。
さ
ら
に
次
の
項
目
が
重
要
に
な
っ

て
い
く
だ
ろ
う
。

　

・
E
U
と
の
ル
ー
ル
の
ハ
ー
モ
ナ
イ
ゼ

ー
シ
ョ
ン

　

E
U
は
個
人
情
報
の
厳
格
な
保
護
を
定

め
た
G
D
P
R（
一
般
デ
ー
タ
保
護
規
則
）

を
策
定
し
、
C
P
T
P
P
加
盟
国
の
デ
ー

タ
保
護
政
策
と
は
乖か

い

離り

が
あ
る
。
こ
う
し

た
点
も
背
景
と
し
て
、
E
U
は
従
来
、

C
P
T
P
P
と
の
ル
ー
ル
の
統
合
に
は
消

極
的
と
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
第
2
次

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
関
税
措
置
が
実
施
さ
れ

る
中
、
E
U
と
C
P
T
P
P
加
盟
国
そ
れ

ぞ
れ
で
連
携
を
探
る
動
き
が
出
て
い
る
。

　

ま
ず
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
と
E
U

の
ル
ー
ル
運
用
を
デ
ジ
タ
ル
や
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
の
領
域
で
ハ
ー
モ
ナ
イ
ゼ
ー
シ

ョ
ン
（
調
和
）
さ
せ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ

る
。
か
つ
て
、
E
U
に
加
盟
し
て
い
た
英

国
が
C
P
T
P
P
に
参
加
し
た
こ
と
は
大

き
な
追
い
風
に
な
る
だ
ろ
う
。
そ
の
上
で
、

欧
州
＋
英
国
＋
環
太
平
洋
を
ま
た
が
る
格

好
で
、
ル
ー
ル
に
基
づ
い
た
新
経
済
圏
の

構
築
を
目
指
す
こ
と
が
、
日
本
に
と
っ
て

有
力
な
外
交
戦
略
に
な
り
得
る
。

　

将
来
的
に
は
、
▽
E
U
と
C
P
T
P
P

委
員
会
が
経
済
連
携
や
世
界
貿
易
機
関

（
W
T
O
）
改
革
に
関
す
る
協
調
を
表
明

す
る
▽
E
U
と
C
P
T
P
P
の
全
加
盟
国

の
間
で
も
個
別
に
2
国
間
・
多
国
間
連
携

を
促
進
す
る
▽
E
U
が
C
P
T
P
P
に
加

盟
す
る
─
と
い
っ
た
シ
ナ
リ
オ
も
考
え
ら

れ
る
。

　

・
中
南
米
と
の
連
携

　

C
P
T
P
P
に
は
ア
ジ
ア
諸
国
だ
け
で

は
な
く
、
中
南
米
3
カ
国
が
新
規
加
入
を

申
請
し
た
。
こ
の
う
ち
、
コ
ス
タ
リ
カ
が

24
年
11
月
に
加
入
交
渉
を
開
始
し
て
い
る
。

ま
た
、
中
南
米
で
も
ト
ラ
ン
プ
2
・
0
の

カナダ

英国

CPTPP

RCEP

CPTPP
関心表明

CPTPP
加入申請

英連邦

ペルー

チリ

メキシコ

エクアドル

ラオス

カンボジア

ミャンマー

フィリピン

タイ

韓国

ウクライナ

マレーシア

日本

コスタリカ

インドネシア

中国

台湾

ニュージーランド

シンガポール

オーストラリア

ブルネイ

ベトナム

ウルグアイ

※英連邦は一部

〈図表3〉CPTPPと英連邦、RCEP

（出所）DTFA Institute作成
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影
響
を
受
け
、
域
内
で
の
経
済
連
携
や
投

資
を
加
速
さ
せ
る
兆
し
が
表
れ
て
い
る
。

　

日
本
や
C
P
T
P
P
メ
ン
バ
ー
に
と
っ

て
、
中
南
米
と
の
経
済
連
携
拡
大
は
重
要

な
テ
ー
マ
に
な
る
。
中
南
米
は
重
要
鉱
物

や
農
産
品
の
産
地
で
あ
る
だ
け
で
は
な
く
、

デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
や
製
造
機
械
、
自
動

車
の
市
場
と
し
て
魅
力
が
増
し
て
い
る
た

め
で
あ
る
。
既
に
中
南
米
で
は
、
中
国
が

重
要
鉱
物
や
牛
肉
の
輸
入
拡
大
を
狙
い
、

積
極
的
に
貿
易
や
投
資
を
進
め
て
お
り
、

中
南
米
諸
国
に
は
中
国
主
導
の
広
域
経
済

圏
「
一
帯
一
路
」
と
の
連
結
を
模
索
す
る

動
き
が
目
立
つ
。

　

日
本
に
と
っ
て
は
、
C
P
T
P
P
を
活

用
し
、
中
南
米
に
ル
ー
ル
に
基
づ
く
貿

易
・
経
済
活
動
の
場
を
築
け
る
か
が
焦
点

と
な
る
。

　

・
経
済
＋
安
全
保
障
（
戦
略
的
枠
組
み

へ
の
発
展
）

　

C
P
T
P
P
は
加
盟
国
の
拡
大
に
加
え
、

領
域
を
広
げ
て
い
く
こ
と
も
期
待
さ
れ
る
。

想
定
さ
れ
る
対
象
は
科
学
技
術
連
携
や
宇

宙
、
海
洋
、
サ
イ
バ
ー
分
野
を
含
め
、
経

済
と
安
全
保
障
を
ま
た
ぐ
領
域
全
般
と
な

る
。
経
済
＋
安
全
保
障
の
幅
広
い
領
域
で

「
ル
ー
ル
に
基
づ
く
、
高
い
レ
ベ
ル
の
自

由
化
水
準
」
を
目
指
し
た
戦
略
的
枠
組
み

へ
の
発
展
が
期
待
さ
れ
る
。

　

前
述
し
た
通
り
、
閣
僚
級
会
合
の

C
P
T
P
P
委
員
会
で
は
21
年
以
来
、
声

明
に
「
経
済
的
威
圧
」
へ
の
対
応
を
記
載

し
て
き
た
。
C
P
T
P
P
は
広
域
F
T
A

で
あ
る
と
同
時
に
、
事
務
局
が
設
け
ら
れ
、

閣
僚
・
高
官
に
よ
る
定
期
会
合
が
開
催
さ

れ
る
多
国
間
枠
組
み
で
も
あ
る
。
威
圧
国

の
不
公
正
な
貿
易
慣
行
を
批
判
し
、
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
強

き
ょ
う

靱じ
ん

化
を
含
め
た
経

済
安
全
保
障
政
策
も
事
実
上
、
議
論
さ
れ

て
お
り
、
今
後
は
経
済
を
基
軸
と
し
た
同

盟
の
色
彩
が
濃
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

参
考
に
な
る
枠
組
み
は
、
日
本
と
E
U

間
の
戦
略
的
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
だ
ろ
う
。

日
E
U
は
18
年
、
C
P
T
P
P
と
同
様
に

高
水
準
な
自
由
化
を
掲
げ
た
経
済
連
携
協

定
（
E
P
A
）
を
締
結
し
、
同
時
に
戦
略

的
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（Strategic 

Partnership A
greem

ent

、
S
P
A
）

に
署
名
し
た

10

。
E
U
は
F
T
A
交
渉
時

に
政
治
分
野
の
連
携
協
定
と
な
る
S
P
A

の
締
結
も
求
め
る
こ
と
を
慣
例
と
し
て
お

り
、
日
本
は
そ
の
要
望
に
応
え
た
。
こ
の

S
P
A
が
今
後
の
日
本
の
外
交
戦
略
で
は

有
効
な
ツ
ー
ル
に
な
り
そ
う
だ
。

　

日
E
U
間
の
S
P
A
は
、「
民
主
主
義
、

法
の
支
配
、
人
権
な
ど
の
基
本
的
価
値
を

共
有
」
し
て
、
関
係
強
化
を
図
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
。
25
年
1
月
の
発
効
ま

で
に
、
S
P
A
に
基
づ
く
双
方
の
法
改
正

は
不
要
で
あ
っ
た
よ
う
に
、
拘
束
力
は
強

い
も
の
で
は
な
い
。
た
だ
し
、
経
済
・
科

学
技
術
連
携
や
宇
宙
、
海
洋
、
サ
イ
バ
ー

分
野
で
の
協
力
を
明
記
し
、
日
E
U
が
目

指
す
べ
き
協
力
の
方
向
性
を
規
定
し
た
意

義
は
大
き
い
。

　

今
後
、
日
本
が
英
連
邦
や
ア
ジ
ア
・
南

米
の
C
P
T
P
P
メ
ン
バ
ー
と
連
携
を
強

化
す
る
場
合
、
S
P
A
に
似
た
戦
略
的
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
導
入
す
る
こ
と
は
一

案
と
な
り
得
る
。
条
約
の
形
を
取
ら
ず
、

閣
僚
会
合
の
場
で
宣
言
し
た
り
、
覚
書
を

発
出
し
た
り
す
る
だ
け
で
も
加
盟
国
間
の

結
束
を
強
化
し
、
外
部
に
メ
ッ
セ
ー
ジ
を

発
出
す
る
効
果
は
見
込
め
る
だ
ろ
う
。

C
P
T
P
P
強
化
、想
定
さ
れ
る
リ
ス
ク

　

C
P
T
P
P
の
活
用
を
進
め
る
場
合
、

さ
ま
ざ
ま
な
リ
ス
ク
が
想
定
さ
れ
る
。
政

策
・
事
業
戦
略
を
検
討
す
る
上
で
、
次
の

点
は
最
低
限
、
押
さ
え
る
必
要
が
あ
り
そ

う
だ
。

　

・
米
国
の
激
し
い
反
発

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
第
1
次
政
権
時
か

ら
、
T
P
P
を
含
め
た
多
国
間
枠
組
み
を

批
判
し
て
き
た
。
日
本
や
英
国
、
カ
ナ
ダ
、

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
な
ど
が
C
P
T
P
P
経

済
圏
の
強
化
・
拡
大
を
進
め
た
場
合
、
米

国
が
自
国
影
響
力
の
低
下
を
懸
念
し
て
、

C
P
T
P
P
加
盟
国
を
対
象
に
、
追
加
関

税
を
含
め
た
貿
易
・
安
全
保
障
上
の
措
置

を
講
じ
る
恐
れ
は
拭
え
な
い
。
現
在
進
行

中
の
日
本
と
の
関
税
協
議
の
よ
う
な
2
国

間
交
渉
を
通
じ
て
、
米
国
に
よ
り
有
利
な

状
況
を
創
出
す
る
よ
う
迫
る
こ
と
も
想
定

で
き
る
。

　

日
本
は
英
連
邦
な
ど
と
歩
調
を
合
わ
せ
、

米
国
に
対
し
、C
P
T
P
P
が
目
指
す「
高

水
準
」
が
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
や
補
助
金
な
ど

の
不
公
正
な
貿
易
慣
行
の
抑
制
を
目
指
し

た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
説
明
し
て
い
く
こ

と
が
大
切
に
な
る
。
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、

中
国
の
過
剰
生
産
と
ダ
ン
ピ
ン
グ
が
米
国

の
製
造
業
を
奪
っ
た
と
主
張
し
て
い
る
。

C
P
T
P
P
が
目
指
す
不
公
正
の
抑
制
は
、

こ
の
点
に
お
い
て
は
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
政

策
目
標
と
一
致
し
て
い
る
こ
と
を
強
調
す

べ
き
だ
ろ
う
。

　

・
C
P
T
P
P
内
の
確
執
①
（
製
造
拠

点
の
再
編
）

　

第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
に
よ
る
自
動

車
・
部
品
追
加
関
税
や
上
乗
せ
分
の
相
互

関
税
措
置
が
完
全
に
免
除
さ
れ
な
い
限
り
、

日
本
の
自
動
車
を
中
心
と
し
た
産
業
は
打

撃
を
免
れ
な
い
。
日
本
政
府
は
25
年
4
月

25
日
に
決
定
し
た
「
米
国
の
関
税
措
置
を

受
け
た
緊
急
対
応
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
で
、
国
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内
既
存
製
造
業
の
空
洞
化
を
視
野
に
入
れ
、

「
産
業
構
造
の
転
換
と
競
争
力
の
強
化
」

を
掲
げ
た

11

。

　

こ
う
し
た
産
業
戦
略
が
効
果
を
出
す
前

に
、
日
本
の
自
動
車
産
業
は
中
期
投
資
計

画
の
中
で
国
内
や
北
米
の
製
造
拠
点
の
再

編
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

そ
の
場
合
、
C
P
T
P
P
加
盟
国
の
メ
キ

シ
コ
、
カ
ナ
ダ
か
ら
米
国
内
に
製
造
拠
点

を
移
管
す
る
こ
と
が
対
応
案
と
な
り
、

C
P
T
P
P
メ
ン
バ
ー
内
に
確
執
が
生
じ

る
恐
れ
も
あ
る
。
新
た
な
産
業
構
造
政
策
、

事
業
戦
略
を
築
い
て
い
く
上
で
、

C
P
T
P
P
を
ど
の
よ
う
に
活
用
し
て
い

く
の
か
、
高
水
準
の
自
由
化
を
維
持
し
て

い
く
の
か
が
課
題
と
な
る
。

　

・
C
P
T
P
P
内
の
確
執
②
（
中
国
へ

の
対
応
）

　

C
P
T
P
P
に
は
21
年
9
月
、
中
国
が

公
式
に
加
入
を
申
請
し
た
。
複
数
の

C
P
T
P
P
加
盟
国
の
通
商
政
策
担
当
者

は
「
過
剰
生
産
や
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
含
め
た

中
国
の
産
業
、
通
商
政
策
は
C
P
T
P
P

の
高
水
準
の
自
由
化
を
満
た
し
て
い
な

い
」
と
語
っ
て
お
り
、
早
期
の
加
入
は
難

し
い
と
の
見
方
を
示
し
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
強
力
な
経
済
と
技
術
を
有
す

る
中
国
と
の
結
び
付
き
を
求
め
る

C
P
T
P
P
メ
ン
バ
ー
は
少
な
く
は
な
い
。

新
規
加
入
は
既
存
の
条
件
を
受
け
入
れ
る

こ
と
が
条
件
だ
が
、
当
初
メ
ン
バ
ー
に
は
、

ベ
ト
ナ
ム
が
国
有
企
業
改
革
の
猶
予
措
置
、

日
本
が
農
産
品
の
関
税
撤
廃
の
除
外
措
置

な
ど
、
事
実
上
の
水
準
緩
和
が
認
め
ら
れ

て
い
た
。
中
国
が
関
税
撤
廃
を
実
現
し
た

上
で
、
他
の
非
関
税
障
壁
に
つ
い
て
段
階

的
対
応
を
確
約
し
た
場
合
、
C
P
T
P
P

メ
ン
バ
ー
国
の
間
で
も
受
け
入
れ
る
か
否

か
、
反
応
が
分
か
れ
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

日
本
が
C
P
T
P
P
経
済
圏
の
強
化
と

い
う
戦
略
を
推
し
進
め
る
場
合
、
現
在
の

中
国
、
米
国
の
加
入
を
前
提
に
す
る
こ
と

は
難
し
い
。
し
か
し
、
加
盟
国
内
の
中
国

待
望
論
が
盛
り
上
が
れ
ば
、
メ
ン
バ
ー
内

の
確
執
、
米
国
の
反
発
が
生
ま
れ
る
の
は

確
実
で
あ
り
、
C
P
T
P
P
の
枠
組
み
が

弱
体
化
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

「
朝
海
の
悪
夢
」

　

日
本
に
と
っ
て
は
、
米
国
社
会
の
不
満

を
理
解
し
、
米
国
と
の
直
接
対
決
を
避
け
、

「
包
摂
性
の
高
い
、
新
た
な
枠
組
み
」
を

創
出
・
提
案
す
る
こ
と
が
重
要
な
政
策
課

題
と
な
っ
て
き
た
。
そ
れ
に
は
、
日
本
政

府
、
企
業
が
自
由
な
経
済
圏
を
確
保
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
C
P
T
P
P
を
活

用
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

た
だ
し
、
新
た
な
戦
略
を
組
み
立
て
る

上
で
、「
朝
海
の
悪
夢
」

は
常
に
念
頭
に
入
れ
て
お

く
べ
き
だ
ろ
う
。

1
9
5
7
～
63
年
に
駐

米
大
使
を
務
め
た
朝
海
浩

一
郎
氏
は
在
任
中
、「
最

大
の
悪
夢
は
、
日
本
の
頭

越
し
に
米
中
が
手
を
握
る

こ
と
だ
」
と
語
っ
た
。
こ

の
悪
夢
は
71
年
の
ニ
ク
ソ

ン
米
大
統
領
の
中
国
訪
問

に
よ
っ
て
現
実
に
な
っ
た
。

　

国
家
の
間
に
友
情
は
存

在
し
な
い
。
こ
の
格
言
に

従
う
な
ら
ば
、「
ト
ラ
ン

プ
大
統
領
が
あ
る
日
、
中

国
と
連
携
す
る
」、「
欧
州

や
英
連
邦
が
あ
る
日
、
中

国
と
経
済
圏
を
共
に
す

る
」
─
こ
の
よ
う
な
さ
ま

ざ
ま
な
形
の
「
朝
海
の
悪

夢
」
を
無
視
は
で
き
な
い
。

不
確
実
性
が
高
ま
っ
た
ト

ラ
ン
プ
2
・
0
の
時
代
、

政
策
や
事
業
戦
略
を
策
定

す
る
に
当
た
っ
て
、
あ
ら

ゆ
る
シ
ナ
リ
オ
を
想
定
し

て
い
く
こ
と
が
一
層
重
要

に
な
っ
て
い
る
。
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